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研究ノート
住宅をめぐる諸問題*
橋 本 来己
?
要約
住宅はわたしたちのくらしを支える重要な財であり、その需要(支出)は、消費、貯蓄、投資と
いった国民経済の重要な要因と関係しているo すなわち、住宅は、私たちのくらしのゆたかさに密
接に関連するとともに、経済の動向に大きな影響を与えているのであるo
本稿では、現在の日本の住宅事情を検討した後、消費、貯蓄や資産保有、投資といった様々な角
度から住宅支出をとらえ、住宅需要の動きとその特徴、問題点、今後の望ましいあり方について考
察していく。
キーワード:住居需要、消費、景気、貯蓄、資産保有、遺産・相続、少子・高齢化
経済学文献季報分類番号:02-33、02-41
1 .はじめに
住宅は、衣食住ということばからも明らかなように、わたしたちのくらしを支える重要な
財であるo いわば、生活の礎ととらえることができる。
住宅の購入者は多くの場合(最終的には)家計であるが、その購入にかかる支出が非常に
高額であること、住居に耐久性があることから、国民経済においては、住宅購入は消費では
なく投資として扱われている。住宅投資はGDPの約6%を占め、経済(景気)を支える大き
な要因になっている。
一方、住宅が高価であることは、住宅を購入するまでの家計の貯蓄ひいては消費行動に大
きな影響を与える。他方、購入後の家計にとって住宅は大きな資産となるo
すなわち、住宅需要は、消費、貯蓄、投資といった国民経済の重要な要因と関わる一方、
家計の資産保有に大きく影響を与えている。私たちのくらしのゆたかさに密接に関連すると
ともに、経済の動向に大きく影響しているのである。
本稿では、まず、現在の日本の住宅事情について、その実情や特徴、問題点や改善すべき
*>本研究の一部は、平成13年度関西大学圏内研修員研修費によって行った。
49 
354 関西大学『経済論集j第51巻第3号 (2001年12月)
点について見た後、住宅支出の動き、その景気や資産保有への影響を検討し、大きく社会構
造が変化していく中で住環境や住宅需要の今後あるべき姿について考えていく。
2.日本における住宅保有、住宅環境の現状
この節では、さまざまな観点から、日本の住宅保有・住環境の現状について把握していく。
まず、量的側面について、 (1)で住宅数や住宅面積、また持家比率の動向についてみるo その
後、質的側面について、 (2)住宅の広さとそのもたらすゆとりについて、また、日本人が「ゆ
とりJというものをどのように考えているかについて検討する。最後に(3)では、住宅あるい
は土地といった実物資産について、地域や階層による格差が生じていないか、考察していく。
(1 ) 住宅数、住宅面積、持家比率の推移
量的な面においては、戦後、日本の住宅状況は大きく改善し、一定の水準に達してきた。
終戦時の絶対的な住宅不足の状態から、さまざまな施策の結果、 1960年総住宅数が総世帯数
を上回り、その後も住宅数の増加が世帯数の増加を上回って増えている。現在は、数の上だ
けからみれば「住宅過剰」の状態とも言える。 93年で、世帯総数4122万に対し、戸数は4594
万戸であった0(1世帯あたりの住宅数は、 88年同様1.1戸。)しかしながら、実際には、劣
悪な賃貸住宅については空き家(居住世帯のない住宅)率が高い。持家であっても狭く老朽
化したため、また周辺の環境が居住に適さないため空き家になっているといった場合が数少
なくない。空き家の割合は、 63年の2.5%から徐々に上昇し、 93年には9.7%を占めた。なお、
空き家の約60%が賃貸用か売却用である九
一戸当たり面積は、持家・借家を含めた全体で98年に93.45niとなった。 (68年と比較して
1.26倍。)アメリカには及ばないもののヨーロッパの国々に匹敵する水準に達している。ただ、
他国と比較して、日本では持家と借家の格差が大きく、借家の面積は現在もヨーロッパの国々
の約半分でしかない。また、 68年と比べて、日本の家の面積は、持家、借家とも広くなって
きたものの、その格差は逆に拡大してきている九
表 1 各国の 1戸あたりの住居面積
(単位:1戸あたりば)
日本 日本 イギリス ドイツ フランス アメリカ
(1998年) (1968年) (1991年) (1993年) (1992年) (1993年)
全体 93 74 92 93 95 151 
持家 124 97 102 122 112 158 
借家 45 38 88 75 77 111 
総理府統計局『住宅統計調査報告jによれば、持家比率(全国平均)は、 78年 (60.4%)、
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83年 (62.4%)、88年 (61.3%)、93年 (59.8%) と、 60%前後で推移している。また、全国
で6000世帯を無作為抽出したアンケート結果である『家計における金融資産選択に関する調
査J(第6回、平成10年度、郵政省郵政研究所)によれば、持家(一戸建て・借地に一戸建て・
マンション)に住んでいる世帯の割合は69.3%であった九なお、世帯主の年齢が高くなるほ
ど持家に住んでいると答える割合も高くなる傾向がみられ(20歳代から順に10~9%、 32.7%、
57.1%0 72.1%、60歳代では86.5%)、都市規模別では、都市規模が大きくなるほど持家に住
んでいる世帯の割合が低くなる傾向が見られた。持家比率が最低の東京都区部では52.0%、
12大都市では55.0%なのに対し、人口 5万人未満の都市では81.0%、郡部では85.7%が持家
であった(全国平均では69.3%)。
(2) 住宅の広さとそのもたらすゆとり
i )適正な広さの有無から見た住宅の質
住宅の「質Jを規定する指標には、第3期5カ年計画(1976年)により設定された最低居
住水準(全世帯が満たすべき居住水準:子供の人数・年齢・性別に応じた部屋数を確保でき
る世帯)と第5期5カ年計画 (1986年)において設定された誘導居住水準とがある。いずれ
の指標で見ても、まだまだ不十分なのが現状である。
建設省が「平成5年住宅統計調査Jをもとに推計した結果4)では、誘導水準から考えられる
さまざまな類型別世帯用住居の適正な大きさに対して、現在の住宅数と必要な住宅数の比較
を行っている。
表2 誘導居住水準について、現在満たしている住宅数と必要な住宅数
(単位:万戸)
必要と考えられるば数 全世帯が誘導水
現在の住宅数 準を達成するの
1戸建て 共同住宅 に必要な住宅数
誘導水準以下 --49ni ....36ni 402.2 
1人世帯 50--54ni 37--42ni 252.5 478.7 
2人世帯 5....97ni 43--74ni 826.3 705.5 
3人以上世帯 98ni .. 75ni-- 88.1 385.0 
これより明らかなように、適正な広さを持った良質な住宅ストックは量的にもまだまだ不足
している状況にある。
また、持家住宅ストックと居住者にはかなりのミスマッチが見られる。たとえば総務庁「住
宅統計調査J(平成5年)によれば、世帯主が65歳以上の世帯(単身・夫婦のみ)の45%(154 
万世帯)が100nf以上の住居に住んでいるo 一方、世帯主が65歳未満の4人世帯の持家住宅の
45% (256万世帯)が100ぱに満たない家に住んでいる。
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i)生活のゆとり
住宅の質、世帯類型に見合った適正な広さがあるかどうかは、結果として、住宅のもたら
すゆとりに結びっく。そこで、この項では、住宅をはじめ、経済的、時間的、空間的なゆと
りについて日本人がどのように考えているのかについて検討するo このことは、ひいては、
くらしや住宅に対して日本人が何を望んでいるのかについて検討することになる。
さて、生活のゆとりは何によってもたらされるのだろうか。ここで、経済企画庁が1998年
に行った f国民生活選好度調査一生活の中のゆとりと安心-J(平成10年度)の調査結果につ
いてみてみよう。この調査は、国民のゆとり感をみるために、経済的、時間的、空間的、精
神的ゆとり、及びそれらを全体としてみた総合的ゆとりに関する意識を調査したものである
(有効回答者は3，826人)。
経済的ゆとりについては、全体で58.9%の人がない (rあまりないJと「非常に乏しい」の
合計)と回答したo (男性で62.1%、女性では55.9%)0前回調査 (1989年)と比べると、ゆ
とり感は若干低下傾向にある(ゆとりがないが57.9%→58.9%)。この要因としては、実質所
得が伸び率で大きく低下したこと、完全失業率や有効求人倍率に見られるように雇用環境が
激しくなっていることが大きく影響していると考えられる。
経済的ゆとりがなぜ不足しているかについては、「老後の備えのためJr毎日の備えのためJ
「不時の備えのため」の回答が圧倒的に多かった。(ゆとりがないと回答した回答者が1項目
を回答。いずれの項目も、約2割が選択。)年齢的には、「老後の備えのためJについては中
高年層で、「不時の備えのため」は若年層で回答が多かった。
一方、時間的にゆとりがある人は前回調査 (1989年、パプルの時期)に比べ、 6.2ポイント
増え、 60.3%となった。また、空間的ゆとりについても同じく、ゆとりがある人が8.4ポイン
ト増加し66.8%となった。これには、住宅面積の拡大、公園整備の進展などが影響している
と考えられる。(1住宅あたりの延べ面積88年に89.3ni→93年に91.9ni、新設住宅平均床面積
89年に80.9ni→97年に92.3nio 1人あたりの公園面積89年に6.2ni→96年に8.1nio)
精神的ゆとりについては、あまり変化が見られない。ゆとりがある人は89年から98年に関
して、 0.8ポイント減少して52.7%となった。世代別に見ると、男女とも、中高年世代で精神
的にゆとりがない人が多い。
総合的ゆとり(生活全般)については、ゆとりがないが男性で49.9%、女性で43.7%であ
った。このゆとりのなさの原因を尋ねたところ、性別を問わず、経済的ゆとりがないからと
いう回答が圧倒的に多数を占めた(男性で65.1%、女性で59.0%)。
このように、生活のゆとりのなさは必ずしも住宅のゆとりのなさには起因せず、経済的な
ゆとりのなさに大きく依存していることがわかる。しかしながら、経済的なゆとりのなさは
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質の高い住宅を購入できない最も大きな理由でもある。これらの点については、次節で再び
詳しく検討することによる。
ii)くらしや住宅に対する考え方
同じく経済企画庁の『国民生活選好度調査一国民の意識とニーズ-J(平成11年度)の調査
結果をもとに、日本人が現在生活全体についてどのように感じているか、今後の生活をどの
ように考えているかをみておこう o
調査時点、で、幸福を感じている人が約6割をしめている。内訳は、かなり幸福 (10点法で
8点から10点)が29.0%、まあ幸福(6， 7点)が33.3%であっt;:.o しかしながら、まあ幸
福と答える人の率はあまり変わっていないものの、かなり幸福と答える人は84年をピークに
減ってきている。不幸 (0--4点)と答える人が84年の4.1%から99年には9.4%と増えてき
ている。
これに対応して、くらしがよい方向に向かっていると考える人 (fまったくそうであるJと
「どちらかといえばそうであるjの合計)は90年の46.2%をピークに低下し、 99年には調査
が始まって以来最も低い20.6%という値を記録した。ただし、この回答には、年代・性別に
かなりのばらつきが見られた。男女とも30--50代で「よい方向に向かっているJと回答した
者が2割を切る一方、 20代以下や70代以上では3割程度の人が「よい方向に向かっているJ
と答えた。全体的に見て、女性のほうが悲観的な答えが多かった。 99年の結果と93年の結果
を比較すると、男性では40歳代以降で、女性ではすべての世代で悲観的な見方が強まってい
るo
このー原因と考えられるのが、老後の見通しに関する回答結果であるo 自分の老後を明る
いと答えた人 (fまったくそうであるJと「どちらかといえばそうであるJの合計)は84年の
35.8%をピークに減少しつづけている。 99年には、明るいと答えた者17.4%に対し、明るく
ないと答えたものが82.2%と圧倒的多数をしめたo この回答結果も、年代別に大きなばらつ
きを見せており、若い世代では明るくないと答える率が非常に高かった。もっとも悲観的で
あったのは、 20--30歳代の女性であり、この階層では、老後が明るいと答えた率は 1割にも
満たなかった。
次に、所得格差に関する意識調査の結果を見る。 37.6%の人が10年前に比べ所得や収入の
格差が拡大したと回答した。格差が縮小したと答えた人34.1%を若干上回った。この回答結
果は、年齢別、所得別にみてみると大きなばらつきを持っていた。年齢別では、若い世代で
格差が広がったと考えている場合が多く見られた。(10代で41.1%、20代で42.7%、30代で49.5
%、 40代で45.2%、50代で35.3%)0
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一方、高齢者世代では、格差が縮小したと答える層が多かった。 (60代で48.3%、70代で42.8
%)。また、年収が高い層ほど、所得格差は盤大したと答える傾向が強かった。
これらの所得格差を当然と考えるかという聞いに対しては、個人の選択や努力の結果生ま
れる格差に対しては約7割の人が肯定した。それに対し、個人の持って生まれた能力が異な
ることによるものでは 5割の人が肯定した。全社の考えは、 30代で最も賛同者が多く、年収
が高いほど肯定する人が増加する傾向が見られたo 一方、後者の考え方は、年齢が高くなる
ほどに賛同者が多く、年収別ではあまり差が見られないが、年収1400万以上の階層では多く
の人が肯定していた。
「収入や財産の不平等が少ないことを重要と考えるかJとの問いに対しては、 80年代には
重要とする回答は増加傾向にあった。しかし、 90年代に入り横ばい状態が続いている。しか
しながら、上記の、格差を当然と考える考え方で肯定した所得層であっても平等であること
を重要と考える率は49.7%を占めている。(重要と考えないは11.9%のみ。)格差を当然と思
わない者(重要が73.9%、重要でないが2.9%)のみならず、総じて平等意識は現在も高いこ
とが読み取れる。
(3) 地域間および階層聞での格差
次に、住宅や土地という資産保有の状態に、地域間あるいは階層間での格差があるか、あ
るとしたら、どのようにみられるかについてみていこうo
結論を先に述べるならば、諸外国と比べた場合、日本の資産保有においては土地の占める
割合が格段に大きく、それに対し、住宅ストックは相対的に貧弱であるo さらに、地域によ
る住環境にも大きな違いが見られるo たとえば、日本における家屋は全般に平均室数や床面
積はあまり広くないが、日本海側で広く、大都市で狭い。また、(1)でみた持家比率も日本海
側で高く、大都市で低い傾向が見られるなど、都市閣と地方の問、都市圏の中でも東京圏と
その他の都市の間でかなりの格差がみられるのである。
このことを別の角度からとらえるために、経済企画庁が1999年に行った『国民生活選好度
調査一住宅のゆとりと安心-J(平成11年度)の調査結果をみてみよう o 住宅に関する満足度
にはさまざまな要因が関連していると考えられるが、①広さ、②種類、③住んでいる地域に
ついて検討が行われている。
家は広くなるほど満足している人の割合は高い。床面積75ni以上の住宅になると、半数以
上の人が満足しており、 150ni以上では7割を越える人が満足している。
住宅の種類では、持家・一戸建ての人は満足度が高く (64%)、持家・集合住宅 (51.1%)、
持家以外 (35.8%)を上回っている。なお、床面積と住宅の種類の関係を見ると、持家では
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広い家が多く、 75m2を越えるものが87.0%、持家・集合住宅では50.2%、持家以外では18.7
%のみが75niを越えていた。このように、持家で満足感が高いのは広さの問題も関連はして
いる一面もある。しかし、同じ広さの住居に限り比較しでも、持家・一戸建ての人の満足し
ている比率は高く、持家・集合住宅、持家以外を上回っていた。
住んでいる地域による満足度についてみてみると、大都市と地方で満足度や、住宅に対し
て問題となる点が異なっているのがわかるo
広い家 {75m2以上)に住んでいる場合は、都市圏での満足度が高い。(ただし、差はさほど
大きくない。)狭い家に住んでいる場合には地方での満足度が高い。その差はかなり大きい。
このことは、地方では100m2未満の住宅の中にも持家・一戸建てが含まれる比率が高いことに
よると思われるo
都市圏では、住宅に関する不満は「収納スペースが狭いJr住宅が狭いJ{50ni未満の住宅
に住んでいる人の53.7%がこう回答した)等の回答が多い。地方では「建物の老朽化Jr間取
りや設備が悪いJといった回答が多かった。
ところで、住宅の質、言いかえるならば、住むのに適した住宅かどうかは、そこから職場・
学校へ通うのにかかる時間にも大きく依存していると考えられるo ここで、通勤時間に着目
してみよう。運輸省が行った「大都市交通センサス」の結果によれば、都心の3区に通勤・
通学するものの平均所要時間は、 1985年には67分、 1995年には71分と長じる方向にある。
次の表は、建設省が、「不動産業総合調査(住宅・宅地編)J(平成9年度分)をもとに、通
勤地が東京23区、大阪市、 3大都市圏のそれぞれの場合について、各距離帯にどれだけの住
居(面積)があるかを示したものに推計した結果である九次の表より、明らかに、都市圏で
は通勤・通学に長い時間がかかることがわかる。
表3 通勤地別距離帯別供給面積(平成 g年度)
(単位:%) 
通勤地
距 離 帯
--10km 10--20km 20--30畑 30--40km 40km--
東京23区 6.0 14.4 26.1 28.2 25.3 
大阪市 16.2 9.3 45.7 13.8 15.0 
3大都市圏以外 48.6 39.9 2.0 2.9 6.6 
また、詳細な内容は次節で述べるが、遺産や相続の問題とあいまって、親の世代がすでに
住居や土地を保有しているかどうかにより、住宅をはじめとする資産の保有に大きな議離が
見られるようになってきているo この傾向は、今後も続き、その度合いは弱まることはない
と予想される。
さて、ここまで現在の日本の住宅事情とその問題点についてみてきた。なぜこのような結
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果がもたらされたのか。あるいは、上記の問題点を克服しない場合、今後日本の社会や経済
にどのような影響が生じるのかについて考えていく必要があろう o
住宅需要の決定要因は経済学的な要因(所得水準、住宅建設費、住宅ローン金利など)と
人口学的な要因(世帯数、婚姻件数、人口移動、人口構造の変化など)の2つに大別される。
今日、両面ともで、日本の社会や経済状況は大きく変化してきており、また今後も大きな変
化が予想されるので、住宅へのニーズも変わってきていると考えられるo
そこで、次の第3節では住宅需要と経済の関わりをさまざまな角度から検討し、経済的な
要因から住宅の購入をあきらめている状況があるのか、住宅を購入できる所得能力の推移に
変化があるのか、住宅を購入するためにはどのような経済的状況を整備すべきか、住宅を購
入する必要のある世帯数に変化があるのかといった問題について考えていく。
第4節では、今後到来する高齢化社会、少子化(による人口減少)の実情を検討する。そ
して、それらの動きの住宅ニーズへの影響、その変化への住宅供給の対応について検討して
いくことにするo
3.住宅需要と経済の関わり
この節では、住宅需要と経済の関わりをさまざまな観点から検討していく。まず、住宅投
資の総額および要因別の推移とその経済への影響および派生効果、所得期待について住宅価
格や住宅所得能力の推移、貯蓄や資産保有、遺産・相続の状況といった観点、から考察を行っ
ていく o
(1 ) 住宅投資の推移
まず、住宅数の推移に伴う支出面、すなわち、住宅投資の推移についてみてみよう。
住宅投資の動きは、経済(景気)を大きく左右し、また同時に、景気に大きく左右されるo
それは、その額が大きいこと、関連する(誘発する)需要が大きいこと、貯蓄ひいては資産
の保有状況と密接に関わることなどのためである。
住宅需要の高まりは、高度成長(1960年代)を支えた大きな要因であった。この時期、生
活水準の向上意欲を反映して住宅需要は非常に活発であった。さらに、都市化(農村部から
都市への人口流入)、人口の年齢構成にコプ(団塊の世代の趨勢)がありその世代が1960年代
後半から結婚・家庭を作り始めたこと、核家族化による世帯数の増加といった要因もあいま
って、住宅需要は大きく加速した。
しかしながら、住宅投資の GDPに対する比率は1973年の9.6%をピークに次第に低下して
いるo その結果、 1980年には65年の水準を下回る状態となった。 80年代前半、住宅投資は停
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滞し、総需要の伸びを下方に引っ張る要因となった。その理由としては、高金利のため資金
コストが上昇したこと、実質所得の伸びが低かったこと、住宅価格が所得を上回って上昇し
たため住宅購入が困難になったこと、などが考えられる。これらの点については第3項以降
で詳しく検討していくことにする。
さて、日本は、 90年代以降現在も深刻な不況を完全には克服できない状態でいる。
98年度、家計の実収入は前年度比1.6%減と大きく落ち込んだ。しかし、 98年の所得税、住
民税あわせて4.3兆円程度の特別減税、 99年2--3月の地域振興券 (6000億円程度)の交付等
の政策の下支えにより、可処分所得の減少幅は0.8%減と若干小さくなっている。このような
状況は99年度に入っても続いており、景気回復の牽引車として期待されている個人消費はい
まだに伸び悩みを見せている。
このような中で、圏内需要を大きく支えたのが、住宅建設であるo 住宅建設は、 97年以降
低迷が続いていたが、さまざまな政策効果により、 99年に入り大きく増加に転じ、民間需要
項目の中で唯一好調な項目であった。 99年度前半には持家の増加、後半には分譲マンション
の増加が見られた。また、 1年を通じて、住宅リフォームも堅調であった。
持家着工戸数は99年前半大きく増加した(第1四半期に前期比14.0%増、第2四半期に12.0
%増)が、これらは住宅金融公庫の融資を受けて建設された持家であった。住宅ローン減税
や住宅金融公庫金利の引き上げ幅圧縮などが大きく影響したと考えられる九
99年後半には、持家に代わり分譲マンションが住宅需要の伸びを支えた (99年第3四半期
で前期比16.0%増)。これは、 98年末頃から都市圏での在庫戸数が減少してきたことに加え、
住宅ローン減税で優遇措置を受けるためには2000年末までの入居が必要なことから、マンシ
ョンの平均工期が13ヶ月程度を差し引いた99年末までに、政策効果の影響が分譲マンション
に現れた結果とみることができるo また、背景として、分譲マンション(新築)価格が90年
代に入り大きく下落し、95年以降はほぼ同じ水準で推移していることも考慮すべきであろう o
98年の水準を90年と比較すると、首都圏でも近畿圏でも33--35%の価格下落が見られるo こ
のことは、新たなマンション購入者(一次取得者)を増加させる要因となる一方、二次取得
者には多いにマイナスに影響していると考えられる。経済企画庁の試算によれば、一次取得
者の住宅取得能力は90年以降ほぽ一貫して上昇し、特に98、99年と大きく向上した (99年は
97年の約30%増、 90年を100とした場合に290)のに対し、二次取得者では95年以降取得能力
の下落が見られ、 98年、 99年の動きについても取得能力は下げどまりの傾向を見せたに過ぎ
ないこと (99年は90年を100とした場合に180)がわかる7)。
なお、持家、分譲マンションともに着工床面積が広いため、着工床面積で見た場合、 99年
には大幅な増加が見られたo さらに、住宅リフォームの大幅な増加が見られた。これは増改
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築といった大規模なものではなく、建物設備の点検・維持、外装・内装の補修といった小規
模なものが中心であった。現在のリフォームは、住宅の老朽化に対応したいわば消極的なも
のであるが、経済企画庁の指摘によれば、高齢化・少子化といった社会の変化に対応して高
齢化対応、情報化対応、防災・安全化対応に住まいを変えていくと言う積極的なリフォーム
(スペースの有効利用、イメージ向上、快適性向上のための改修)需要は引き続き増えてい
くと考えられ、今後もリフォーム需要は堅調に推移すると予想されている%
住宅投資増の効果は、それだけにとどまらず、一連の耐久消費財に対する需要拡大をもも
たらす。たとえば、住宅金融公庫が、公庫融資を利用して住宅を取得したものに対して、家
具や電気製品などの耐久消費財の購入状況について調査した f公庫融資利用者に係る消費実
態調査J(平成10年度)によれば、 1世帯あたり耐久消費財の購入額は持ち家(マイホーム新
築)で約260万、分譲戸建住宅で200万、分譲共同住宅で155万円であったoこれらの数値を1998
年の着工数により加重平均した結果、住宅金融公庫は、持家系住宅での耐久消費財購入額を
224万5千円と試算しているo
耐久財については、主だった商品についての普及率が100%に近いところまで上昇した。そ
の結果、その需要を発掘するのが難しい状況にあるが、上記の結果より、新居への入居、引
越時にかなりの大きさの買い替え需要が生じることが指摘されよう o
(2) 住居(住居関連)支出の推移
それでは、家計支出において、住居費および住宅に関連する品目への支出がどのように推
移してきたかみてみよう。また、消費支出全体の中で住宅に関わる支出がどのような位置を
占めているかみてみよう。
家計の消費支出について把握するには、ミクロベースの f家計調査J(総務庁統計局)とマ
クロペースの f国民経済計算J(経済企画庁)の2種類のデータが利用可能である。この2つ
のデータの観察対象は同一であるので、本来ならばそこに現れる家計の行動は同種のもので
あるはずである。しかし、近年、それらの動きに(かなりの)議離が見られることが問題に
なっている。もっとも大きな問題は貯蓄率の問題である。(ミクロペースでは上昇を続妙、マ
クロベースでは緩やかに減少しつづけている。)しかし、両者の住居費の扱いに大きな違いが
あることからその動きにもかなりの違いが見られる九
『家計調査jで、消費支出の費目別構成比(全国・勤労者世帯)についてみてみよう。家
計調査では、帰属家賃が含まれていないため住居費の比重は軽めに観察されるが、その構成
比は1997年において10大費目中6.7%であった。住居関連支出としては、家賃だけではなく、
家具・家事用品、光熱や水道に関する費用も含めてよいであろう。これらはそれぞれ5.8%、
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3.5%を占めていた(合計16%)。
一方、『国民経済計算』で1997年第1四半期について見てみると、帰属家賃を含む住居およ
び光熱・水道に支出された金額は、消費支出額の24%(この内、 16.5%が持家の帰属家賃に
当たっている)を占めていた。家具に費やされた4.9%を含めるならば、消費支出のうち 3割
近くが住居関連費として支出されたことになる。この数字は、先のf家計調査jでの数値(合
計16%)に『国民経済計算jでの帰属家賃の計算結果 (16.5%)を合わせた結果と比較しで
も、整合的である。
これらの結果から、住居費が家計の支出項目中大きな比重を占めることがわかる。また、
住居費として家賃のみを考えるのでなく持家の帰属家賃についても配慮することが重要であ
ることがわかるo
このことを別の角度から補足するために、建設省が『家計調査jのデータをもとに計算し
た結果を見てみよう 10)。ここでは、実収入に占める住居費の割合が住宅の所有関係別に示され
ているが、持家の場合は、住居費として土地家屋に関わる借り入金返済額が用いられている。
住宅の所有形態により住居費支出割合が大きく異なること、持家や民営借家に住んでいる場
合、このグラフより、家賃(に相当する部分)への支出が実収入の14%近くと、かなり大き
な比重を占めていることがわかるo
(3) 住宅需要と所得期待
住宅の購入あるいは購入計画を持つことは景気の変動と大きく関連している。言い換える
ならば、所得期待と密接に関連している。
所得期待とは次のように定義される。「景気が良く今後も所得の上昇が続くと思えば、現在
は住宅ローンの返済に追われでも、将来は所得に占める返済額のウェイトが下がると期待し、
住宅を購入する。逆に、景気が悪化し所得の伸びを期待できないと、住宅ローンを返済する
ことが将来も負担になると判断し、住宅購入をあきらめるものが出てくる。J
たとえばパプルの時期、地価は高騰したが、住宅購入計画を持つものの割合は増えている。
このことは一見矛盾しているように見えるが、当時所得期待が高かったこと、その住宅需要
への影響が大きいことを示していると考えることができる。
そこでこの項では、住宅期待の推移についてみていくとともに、住宅価格および住宅取得
能力の推移についてみていく。
住宅を購入するためには資金が必要であり、貯蓄の問題も絡んでくる。一方、住宅購入の
問題は、住宅を買えるか買えないのかといった点からだけでなく住宅を買う必要の有無から
も検討すべきであるが、後者については遺産・相続といった資産保有の問題が絡んでくると
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考えられるo そこで、貯蓄の動きあるいは住宅を購入した結果としての資産保有の状況、遺
産・相続の問題については、項を改めて検討を行うことにする。
i )住宅価格の推移
住宅購入を(計画)するかどうかは、購入するだけの所得能力があるかどうかと購入の必
要性に依存しているo 住宅を買わない理由としては、住宅が(収入に比較して)高価である、
あるいは、魅力ある住宅がないといった問題が考えられる。以下、近年の住宅価格の推移に
ついてみてみよう。
パプル経済崩壊後、 1990年をピークに地価は下落した。しかしながら、現在でも、住宅取
得価格は欧米諸国に比較すれば非常に高い。かなりの金額を投じても充分満足のいく住宅を
取得することは難しい状況が続いているのが実状である。ただ、年収倍率で見たとき、首都
圏における新規売出マンション価格は、 1990年には8倍近かった。しかし、 1993年までに大き
く下落(93年には約5倍)、その後ほぽ横ばいする状態で推移している。年収倍率で見た住宅
価格は、首都圏では、 97年には一戸建て6.9倍、マンション5.1倍となっている。ピーク時の
8倍に比べれば大きく下落していることがわかる。
また、同じく首都圏において住宅取得可能額と住宅価格の比較をすると川、住宅価格が住宅
取得可能額を上回ることが多い。とりわけパプルの時期にはそのま花離が大きかったが、地価
下落の結果1993年以降、調達可能額が住宅価格を上回る状況が生じてきている。
ところで、 97年度、 98年度の住宅需要は大きく落ち込んだ。理由として、消費税率引き上
げにより96年度に駆け込み需要が生じたこと、景気の低迷、長期にわたる低金利を背景とし
た需要の先食いなどが考えられる。しかし、一方では、この時期には地価の下落、住宅ロー
ンの金利低下等によって、住宅は取得しやすくなっていた。すなわち、本来ならば、大きな
住宅需要の落ち込みは見られない経済状況であった。どうしてこのような状況が生じたのだ
ろうか。
この点を考えるために、家計の抱える負債の状況についてみてみよう。
勤労者世帯の可処分所得に対する住居関連費(地代・家賃等と土地家屋借入金返済金)の
割合は94年までは長期的に増加傾向にあったが、最近は横ばい傾向である。また、住宅ロー
ン(土地家屋借入金)については、 93年以降高水準であったのが、 97年には大幅に下落して
いる。その一方で、住宅金融公庫の代位弁済数(公庫住宅融資保証協会が借りた人に代わっ
て返済した件数)は97年度には9715件にのぽり、 90年度以降増加を続けている。これらのこ
とより、所得の伸びが予想以上に鈍化する中で、返済負担に耐えられない世帯が増加してい
ることが伺えれる。なお、ローン返済のために妻が就業する機会が増加する傾向が見られる。
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持家で住宅ローンを抱える世帯では、妻の収入の割合は11.3%となっており、ローンのない
世帯や借家世帯に比べ高くなっている。これらのことを総合すると、平均的な価格と推計さ
れた所得能力だけからの判断以上に、家計のニーズに合った住宅を購入するための費用負担
は大きい。現在は不況下にあり、将来に必ずしも明るい展望が見出せない状況である。物理
的負担に加え、このような心理的な負担が加わったため、住宅需要が予想されるほどには回
復していない(あるいは、落ち込んだ)と考えられる。
そこで、次項では、住宅取得能力の推移について検討を行っていこう。
i )住宅取得能力の推移
郵政省郵政研究所『家計における金融資産選択に関する調査J(平成10年度)によれば、マ
イホームの取得を予定している世帯は調査対象全体の13.1%(ただし、 69.3%はすでに持家
を保有、非持家世帯は30.3%である)、とりわけ若年層、 20歳代で21.0%、30歳代で23.3%と
高い比率を示している。これらの数値は続いて紹介する日本銀行の行った『生活意識に関す
るアンケート調査jとも整合的である。ここで問題になるのは、非持家世帯30.3%のうちマ
イホームの取得を予定していない17.2%の世帯は、なぜ住宅取得を計画していないかである。
住宅を購入する気持ちがないからであろうか。あるいは自分で購入する必要がないからであ
ろうか。それとも、住宅を購入はしたいができないためあきらめたのであろうか。このセク
ションでは、この3つめの問題、住宅取得能力の問題について検討を行う。
住宅を購入するだけの所得能力があるかどうかには、現在の所得水準以外にもいくつかの
要因が絡んでくる。
先に見たように、地価・住宅価格はパプルの時期に高騰し、この時期には住宅取得能力も
大きく低下した。しかし、その後の地価・住宅価格の(大幅な)下落により、若干上向きに
推移しているo しかしながら、価格の下落に対応するほどの取得能力の向上は見られない。
この結果、住宅購入の計画を持つ世帯数(比率)も伸び悩んでいる状況が見られるo
住宅購入計画をもたない理由として、次節で検討する遺産・相続の問題が関係している。
また、これはすでに家を手に入れた世帯が増大したことが考えられるo(そして、それらの家
計は、当面、購入計画を持たない場合が多い。)しかしながら、現在、借家に住む人の間でも、
1980年頃までは高かった購入計画保有世帯の比率が近年大きく下がっている。また、所得層
にかかわらず住宅・土地の購入を計画している世帯の比率が低下している。これらの現象を
見ると、住宅購入を計画しないことは住宅購入をあきらめたことを意味しているo この理由
としては、現在の不透明な経済状況において将来の見通しがたたないため、所得期待が伸び
悩んでいることが大きな要因となっていると考えられるo
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ここで、日本銀行が行っている「生活意識に関するアンケート調査J(第7回、 1999年2月
発表)の結果から、現在の経済状況や今後の住宅所得に対する日本人の意識を見てみよう。
関心を持っている経済問題は、圧倒的に景気の問題と回答した人が多い。景気が悪くなっ
ていると答えた人では、「不景気はこれまで経験したことがないくらい深刻で、企業の自助努
力などでは対応に限界があるJと答えた人が6割にものぼったo 景気対策に対しては、どち
らかといえば期待できないが67%、どちらとも言えないが28%と、あまり大きな期待をもっ
回答者は少なかった。有効だと考える景気対策(複数回答)としては所得税減税 (67%)、住
宅ローン減税 (21%)など、税制面での対策をあげる人が多かったo このアンケート結果は、
99年に減税などの対策の結果、人々の住宅需要が改善した心理を、的確に表現したものとい
うことができょう。
このような結果、暮らし向きについて尋ねると、苦しくなってきたと答える人が過半数を
占めた。その理由では、圧倒的に、「給与等の定例的な収入が減ったからJ(63%が回答)が
多かった。収入が減ったと回答した人は全体の44%、雇用環境に不安を感じている人は80%
にものぼっている。(リストラが今後も行われないと思うと答えた人は25%にしか過ぎなかっ
た。)
消費支出を増やした人は 6%のみ、変わらないが53%と大半を占めたものの減らした家計
も45%に上っている。この理由(複数回答)も「将来の仕事や収入に不安があるからJ(67%)、
「年金や社会保険の給付が少なくなるとの不安からJ(54%)、「不景気やリストラなどによる
収入の頭打ちゃ減少からJ(43%)、「税制や医療保険制度の改正などに伴う負担の増加からJ
(38%) と経済的な理由が多かった
それでは、支出を増やすための条件は何だろうか。雇用や収入の不安の解消 (43%)や年
金改革や財政赤字などに対する指針を示すことにより、国民負担の将来像を明確化する (36
%)といった多くの人々は将来の不安の解消を求めている。消費税率の引き下げ (57%)、所
得税減税 (49%)、住宅ローンや教育ローンなど政策減税(14%)を求める回答が多い。(回
答者の77%が何らかの形の税制面での措置が必要と回答。)
このアンケートではすでに持家を持つ人が80%を占めていたo そのうち、買い替えの計画
をもつものは(全体の) 4%にしか過ぎなかった。一方、持家を持たない20%のうち、購入
計画を持つものは(全体の) 3 %にしか過ぎなかったo 購入計画を持たない17%の人に、購
入するための条件(複数回答)をたずねたところ、以下のような回答であったo 雇用・収入
などの不安がなくなれば (28%)、住宅価格・地価が低下すれば (22%)、自分の考える条件
に合った物件があれば(13%)、住宅ローン返済分を所得から控除するなどの税制面での支援
策があれば(13%)、住宅ローン金利が低下すれば(11%)。
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なお、住宅ローン等の借入がある人は、全体の38%、そのうちの3分の 1 (全体の12%)
は資産の値下がりが激しく、資産と負債のバランス面で不安を抱えているとの回答を行って
いる。
以上のアンケート結果からわかるように、一般的な消費あるいは住宅購入に対する意欲・
希望は衰えてはいなしユ。しかし、当面の不況による収入滅、雇用不安のみならず、将来に対
する不安感・不透明感から「老後Jあるいは「不時Jのために貯蓄を必要としている。すな
わち消費を控えようとしている。当然、家計は、より高価で、より長期間にわたる支出を伴
う住宅の購入をできないことが分かる。
こういったいわば「マインド効果Jの大きさは、経済企画庁の推計によれば、 30代、 40代
でとりわけ大きい。この世代はまだ今後の勤続年数が比較的長いことから、将来に対する不
安、マインドの影響が大きい。したがって、収入に対するマインドが退化すると、消費を抑
制しようと言う意識がより強く働くと考えられるo
(4) 貯蓄、資産保有の動向
この項では、貯蓄の動向ひいてはその結果としての金融資産保有状況、実物資産保有状況、
そして負債とりわけ住宅ローンの状況とそれらの家計への影響について検討していく。
i )貯蓄および金融資産保有状況
貯蓄広報中央委員会が行った『貯蓄と消費に関する世論調査J(平成11年)によれば、 1999
年の貯蓄の状況は、 1世帯当たりの平均貯蓄保有額が1366万円と前年(1309万円)に比べ増
加した。(貯蓄保有世帯の中央値についても、 800万円から880万円へと増加した。)この貯蓄
保有額の増えた理由は、定期的な収入増、収入から貯蓄する割合を引き上げたからといった
理由によるのではなく、配当や金利収入により、株式や債権価格の上昇によりこれらの評価
額が増加したからという理由であった。
貯蓄の内訳(種類別構成比)を見てみると預貯金が57.2%と過半数を占めていたo 貯蓄の
目的(3つまでの複数回答)については、これまでと順位が大きく変わる傾向はない。病気・
災害への備え (71.9%、これまでとほぼ変わらず)、老後の生活資金 (56.7%、漸増)、子供
の教育資金 (31.5%、漸減)といった項目が上位を占めている。住宅取得・増改築資金のた
めという回答は10項目中5位(約20%)であった。
貯蓄をする理由の中で、住宅購入はどのような位置を占めているだろうか。そこで、住宅
購入計画を持つ世帯と持たない世帯で、貯蓄現在高に差があるかどうかみてみよう。これら
の世帯間で、年間収入の倍率は1.26倍であったが、一方、金融資産の倍率は1.80倍と大きな
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差がある(数値は1988年)0
このことから、年収の多少よりも貯蓄の有無が住宅購入には関連することが分かる。言い
かえると、かなりの貯蓄残高がないと住宅購入計画が持てないことがわかる。
次に、郵政省郵政研究所の『家計における金融資産選択に関する調査j(平成10年度)によ
る結果をみてみよう。結論は、先の f貯蓄と消費に関する世論調査jの結果と整合的である。
金融資産については、かなりの額が貯蓄されている(平均1，171万円、中央値650万円)。
世帯主年齢別で見ると、年齢が高くなるほど金融資産保有高が高くなる傾向が見られる。
60歳代の金融資産保有高が最も多く、平均1，665万円(中央値1，000万円)であった。貯蓄の
目的(複数回答)は「老後の生活のためJ(45.0%)、「病気・災害に備えるためJ(44.8%) 
がもっとも多かった。「マイホーム所得のためJは12項目中9位 (9.5%)、「マイホーム増改
築のためJは10位 (6.6%)にしかすぎない。これを世帯主の年齢別に見てみると、「マイホ
ームの所得のためJは20歳代、 30歳代ではそれぞれ19.2%(4位)、 21.2%(6位)と大きな
位置を占めている。一方、「マイホーム増改築のため」は若年層や最高年齢層では少ないもの
の中高年齢層で高くなる傾向が見られる。 (40歳代 (8.2%)、50歳代 (8.4%)、 60歳代 (7.2
%))。
一方、その目的のためにいくら貯蓄するかをみてみると、金額がもっとも多いのは「老後
の生活J(目標額:1590.6万円、達成予定年:13.0年後)である。 3位に「マイホームの所得J
0366.6万円、 9.3年後)、 5位に「マイホームの増改築J(728.0万円、 8.5年後)が入ってく
るo (なお、 2位は「遺産J0498.8万円、 13.8年後)、 4位は「目的のない貯蓄J(737.8万円、
10.2年後)であった。)
また、その目的のために現在どれだけの金額を保有しているかを見ても、「マイホームの取
得Jは545.2万円と「老後の生活J(722.8万円)に続いて保有額が多い (rマイホームの増改
築」は341.1万円で6位)。これらのことから、住宅に関する貯蓄は、目的順位としては低い
ものの(住宅の購入・増改築を目的として貯蓄している世帯数は少ないが)ひとたびその目
的を持った場合の貯蓄保有額あるいは目的額は多額であることがわかる。
i )実物資産保有状況
日本人の資産保有は、諸外国に比べ、実物資産にその比重が大きいことが特徴として知ら
れているl九郵政省郵政研究所の『家計における金融資産選択に関する調査j(平成10年度)
によれば、保有している実物資産として「現在居住している土地Jをあげた世帯は全体の58.2
%、「現在居住している建物」をあげた世帯は63.3%であった。なお、その他のもの(別荘、
貴金属、ゴルフ会員権など)を含め実物資産はないと答えた世帯が25.8%あった。都市規模
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別に見た場合、規模が小さくなるに従って(地方へ行くほどに)資産がない世帯の割合が低
下する傾向が見られた。なお、それらの資産を時価評価した場合、土地の平均額は2，427万円、
建物が1，163万円であったo
ii)負債、住宅ローン
借入金のある世帯割合は、 1996年に48.3%へと急増して以降、 3年連続して下落、 1999年
では42.6%と95年の水準にほぽ戻った。借入金のある世帯だけに限った平均借入残高は1173
万円であった問。また、郵政省郵政研究所のf家計における金融資産選択に関する調査J(平
成10年度)によれば、全体で39.4%、1296.0万円の借入を行っているとの結果が得られてい
る。両者の結果から、(金額はともかく)約4割の世帯が借入を行っていると結論付げること
ができょう。なお、『家計における金融資産選択に関する調査』では年齢別の調査も行われて
いる。
借入を行っている比率では、 30歳代の48.2%、40歳代の55.5%、50歳代の46.4%などが高
く、借入金額では、同じく 30歳代の1490.8万円、 40歳代の1357.0万円、 50歳代の1278.6万円
などが多い。なお、 60歳代、 70歳代は借入を行っている世帯はそれぞれ24.7%、13.2%と少
なかった。しかし、借入残高の平均は1100.0万円、 1069.5万円とかなりの額であった。また、
これらの借入金の目的を聞いたところ、マイホームの取得費のためが圧倒的に多く、全世帯
の23.9%、借入金のある世帯の60.7%がそうであった。なお、マイホームの増改築のためと
の回答が全世帯の3.4%あったo これを、現在の借入残高にしめる割合で答えてもらうと、マ
イホームの取得費が8.7割、マイホームの増改築費が6.5割と 1位、 2位をしめた。
家計の保有する金融資産の動向は、 90年代に入り、 50代、 60代ではおおむね横ばい、 30歳
代、 40歳代では減少傾向にある。この減少の背景には住宅ローンの負担増がある。住宅・土
地のための負債は年収比率で見てどの世代でも上昇しているが、特に30代から40代にかけて
顕著である。このことの背景には、景気の低迷により収入が期待したほど伸びていないこと、
その結果、ローンの負担が予想以上に高まっている可能性に加え、 92年以降住宅価格が下落
したことから不動産購入意欲が高まり、 93年以降住宅を購入した人が若年層に多かったこと
があげられよう。 30・40代での持家比率は91年にはそれぞれ43.2%、72.1%であったのが、
98年には45.9%、74.9%へと上昇を見せた。これは、住宅価格の下落に応じてパプル時には
取得をあきらめていた年齢層の需要が顕在化したと考えられ、結果的に資産形成へと結びつ
いた。しかし、その一方、最近、若年層において、消費支出を減らしたの理由は、手取り収
入が減ったからと、借入の返済が増え、消費に回せる金額が減ったからである。住宅取得の
ための負債が家計に負担となっている可能性が考えられる川。
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このことを別の面から見てみようo 中年世代において妻の収入割合が伸びている (60年代
後半に5%程度であったのが、 97年には12%程度になっている)。
働く理由について見た場合、若い世代とは異なり、中年世代女性の働く理由としては(若
い世代で多い「自分で自由に使えるお金を得るためJr自分の能力・技能・資格を生かすためJ
は少なく)r家計費のたしにするためJr生計を楽にするためJr将来に備えて貯蓄するため」
といった経済的な理由が多数を占めている問。また、総務庁のf全国消費実態調査』によれば、
夫の収入が低いほど妻が就業している割合が高いことがみられ、ダグラスー有沢の法則(世
帯主は家計を支えるために働くが、世帯主の収入が低ければその他の家族も働く)が成立し
ていることがわかる。さらに、住宅ローンと妻の就業率の関係を見てみると、住宅ローンの
ある家計では委の就業率が高く、その平均収入が高いことが観察される。
(5) 相続や遺産の問題
さて、遺産として住宅を残す場合は多いのだろうか。
もし、将来、親の所有する土地や家を相続したり、同居により共同利用を考えているなら
ば、若いうちは借家ですますかもしれない。今後、この動きがどのように推移するか、注意
しておく必要があろう。経済企画庁の『国民生活選好度調査-住宅のゆとりと安心一J(平成
1年度)によれば、 30歳代の将来住宅を持つつもりの人に聞いた結果、「いずれ親の家や土地
を受け継ぐつもりであるJが25.3%、「いずれ親の援助を受付て住宅を持つつもりであるJが
8.2%となり、 3割以上の人が親からの相続・援助による住宅取得を考えていることがわかる。
郵政省郵政研究所の『家計における金融資産選択に関する調査J(平成10年度)によれば、
遺産を残そうと思っている世帯は、必ず残す (19.2%)、条件付で(面倒を見てくれたら・事
業を継いだら)残す (6.1%)、あまったら残す (45.6%)と約7割の世帯が遺産を残すこと
に肯定的である。その場合に残す資産の種類(複数回答)は、持家を持っている世帯の場合
には自分で取得した土地・住宅が47.4%、相続されたもしくは贈与された土地・住宅が30.6
%と、圧倒的に家や土地を残したいとの回答が多かった。なお、遺産として残したい資産の
総額は、現在価格で平均3662.7万円であった。このような親の世代の姿勢から容易に予測で
きる結果であるが、遺産を受けた世帯に聞いたところ、遺産として受け取った資産として一
番多かったのは居住用の土地・建物 (75.5%)であった。また相続した時期は(相続したこ
とがあると答えた世帯の平均年齢から、相続した時期を差し引いて計算したところ)平均す
ると39.8歳であった。また、遺産を受け取っていないとする世帯について、将来資産を遺産
としてもらえると考えているかとたずねた結果、もらえないと答えたのは、(通常住宅の購入
計画を持つ世代である)20歳代で26.2%、30歳代で27.9%、40歳代で38.8%にしか過ぎなか
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った。全体では、もらえないと思うが50.4%を占めたが、これは50歳代の59.5%、60歳代の
78.2%、70歳代の80.0%が大きく影響していると思われる)。また、親から相続・贈与される
と考えている資産も、居住用の土地・建物が68.7%と圧倒的に多い。
ここで、次節を先取りして、少子化の与える影響を見ておこう。少子化、高齢化社会では、
現役世代から高齢世代への所得移転が増加する一方、高齢世代から現役世代への遺産、贈与
といった所得、財産移転が生じると考えられる。相続予定がどれほどあるかをみると、「相続
予定があるJとの回答は、兄弟姉妹の数が減っていることから、若い世代ほど多くなってい
る。厚生省人口問題研究所「第3回世帯動態調査J(1994年)によれば、兄弟姉妹数は1935---39
年生まれ (2000年に61---64歳)の4.59人から1975---76年生まれ (2000年に24---25歳)では2.39
人まで減少している。その意味では、若い世代は、少子高齢化社会のプラス面を享受できる
世代と言える。
その際、遺産贈与額に関しては個人差が大きいことに留意すべきである。というのは、国
税庁『国税庁統計年報書J(平成8年度)によると、相続税の取得財産のうち、土地が全体の
金額の7割を占めており、土地の保有額は、金融資産よりも階層間でのばらつきが大きいこ
とが知られているからである(金融資産のジニ係数は0.538、対して住宅・土地では0.641)。
親からの相続によるのではなく、生前贈与といった形を取ることにより、新たに住宅を購
入する場合にでも、若い世代の負担は軽くなることが考えられる。これらの直接的な遺産、
相続といった形をとらない世代間の移転、親から子への「市場を経由した移転」についても
留意していく必要がある。
また、相続の有無は職業によってもかなり異なる。郵政省郵政研究所 f家計における金融
資産選択に関する調査J(平成10年度)によれば、一般従業者や個人経営主、自営業者では64--5
%が自分の持ち家を購入したのに対し、農林漁業従事者では56.8%が相続または贈与により
持家を取得している。このことは、先に見た地方での持家率の高さとも関連していると思わ
れる。
4.社会の変化と、今後の日本の住宅のあるべき姿
従来、日本の住宅政策は「数を足りさせることJが主眼であった。
しかし、近年、日本の社会や経済状況は大きく変化しており、今後もその動きは加速するこ
とはあれ、動きを止めることは当面ないと考えられる。この結果、住宅に対するニーズも大
きく変化する(変化してきている)と考えられる。
この節では、住宅需要に影響を与える人口学的な要因(世帯数、婚姻件数、人口移動、人
口構造の変化など)に着目し、日本の人口構造の実情と人口構造が住宅需要に与える影響に
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ついて、少子化と住宅需要の変化、高齢化と住宅需要の変化について、検討を行っていく。
(1 ) 人口構造の変化と住宅需要
現在、日本の人口構造は、高齢化、少子化という大きな流れの下にある。その結果、人口
自体が増加する時代が終ろうとしている。現在の推計では、日本の人口は2007年にピークを
迎え、その後、減少していくとみこまれている。それに応じて、 1世帯当たりの人員数も減
つてはいるものの(1980年には3.2人、 1999年には2.7人であったが、 2020年には2.5人になる
と予想されている)、世帯数も2010年前後に増加をやめ、 2015年頃から減少に転じると考えら
れている。
後で触れる高齢化・少子化の動きにより、世帯の類型も大きく変化すると考えられている。
今後は単独世帯、夫婦のみの世帯、一人親と子からなる世帯などが培える一方、夫婦と子か
らなる世帯、その他の一般世帯などは減少すると予想される16)。また、高齢者の世帯は、世帯
主が65歳以上の世帯が1718万世帯、 75歳以上の世帯が827万世帯になると予想されている。
日本の人口構造変化の最大の問題点は、その変化が非常に急激であり、社会が対応できる
期聞が短かった点である。現在の日本の出生率は他の先進国よりも低い(日本が1.4%に対し、
他の先進国は1.7%程度)が、 50年前の日本の出生率は4.4%と今の3倍の水準であった。わ
ずか50年たらずのうちに、一挙に世界の最低水準となったのであるo他の先進国が2.7%から
1.7%へと 1ポイント出生率を下げるのに約50年かかったのに対し、日本の出生率は第二次大
戦後直後のベビープーム以降、急激に一方的に低下している。
1950年代の10年間で、合計特殊出生率(1人の女性が一生のうちに生む平均子供数)は4
人台から 2人程度へと半減した。(1948年に4.4人であったのが、毎年急激に下がり、 57年に
2.0人となった。)その後(丙午の年は除いて)74年まで出生率はほぽ不変であったが、その
後ゆっくりした下降ペースを見せ始め、 90年には1.5人まで下がった。現在もこの下降傾向が
続いているo
この出生率が低下する前に生まれた世代(いわゆる団塊の世代)の人口は、前後の世代に
比べ突出して多く、さまざまな意味で日本の人口構造に大きな影響を与えつづけている。こ
の世代の存在により、日本では働き手の世代が多い時代が長く続いてきた。戦後1970年頃ま
では、若い労働力が増加し、一方で社会の従属負担が継続的に低下する時期lηが続き、経済成
長に都合のよい状況が生まれたo しかし、逆に、団塊の世代が高齢者世代となっていく時代
を迎えることにより、日本は、急激な高齢化社会の到来を迎える。この高齢化の度合いは、
少子化の傾向もあいまって、よりその度合いを強めている。このような人口構造の大きな、
急激な変化は、社会・経済のさまざまな側面で大きな影響を与えて行くものと考えられる。
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いくつかの点について考えてみよう o
先に第2節でみたように、 1960年代にすでに日本の住宅は数の上では世帯数を上回ってい
る。今後、世帯増加率は低くなると考えられ、また、相続による住宅取得の可能性が高くな
ると考えられるo このため、長期的には、(数量面での)住宅の需給は緩和されていくと予想
される。住宅ストックと言う意味合いにおいてはゆとりが生じ、たとえば新たな宅地開発な
どを行う可能性は小さくなる。しかし、このことは、消費者の面から考えれば、住宅以外の
項目への消費機会が増えることを意味する一方、より広い、より質の高い住宅の購入できる
機会が増えることを意味している。人口構造の変化は、貯蓄や消費需要へも影響することが
予想される。高齢化社会の到来により、今後貯蓄率がどのように推移するか、所得水準の向
上に伴う貯蓄余力の増大や貯蓄の取り崩しがどのように動くかは、今後の日本経済の成長の
大きな関心事である。また、住宅を含めた消費需要、資産形成は、ライフステージにより異
なることから、人口構成が変わることにより、大きな変化を被ることが予想される。
なお、高齢者の増大は、年少人口の減少とともに、労働力人口の割合の低下を意味するし
かし、それは、 1人あたりの所得の低下をもたらすとは限らないことに注意すべきである。
なぜならば、高齢者世帯は金融資産を豊富に保有し、それらが資本市場を通じて生産活動に
貢献し、その対価としての収益が得られる側面もあるからである。この効果が経済の活性化
につながるかどうかは、容易に予測はできないが、少なくともそれに応じた体制作りができ
なければ経済の活性化は望めないであろう。経済企画庁は、世帯主の保有金融資産額が今と
同じと仮定し年齢構成のみを変えた場合、日本人1人あたり個人金融資産は2010年には1995
年よりも約15%増加し、そのうち60歳以上の世帯の保有する金融資産が全体の6割以上を占
めると推計している 18)。いかにこの資産を生かすような経済の仕組み作りができるかが、今後
の日本経済の活性化において大きな問題となるであろう o なお、この時問題になるのが、高
齢者の資産取り崩しの動向である。一般的には、金融と実物資産間では金融資産を先に取り
崩す傾向が見られるが、今の高齢者は金融資産をもあまり取り崩さない傾向が見られる。こ
の動向が今後も続くのか、それとも今後は金融資産を取り崩して消費にあてていく行動が見
られるのかについての予測が重要となってこよう。その際には、前節で検討した、遺産に関
する動機も大きく影響するものと考えられる。
このように、人口構造の変化は社会、経済にプラスとマイナスの両面で大きな変化をあた
える。ひとつの大きなマイナス面と考えられるのが、財政の負担がこれまで以上に増加して
いく可能性が高いことである。この点について、高齢化社会に対応するための新たな財源と
して、消費税の税率アップが議論されることが多い。そこで、 97年4月に行われた消費税率
の引き上げが消費や住宅需要にどのような影響を与えたか、見ておこう o
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97年の消費税率引き上げ時には、 89年の導入時に比較して、 1)消費では、駆け込み需要
(第 l四半期に前年同期比+4.5%)と反動滅(第2四半期に一0.4%)がはっきりと現れた、
2 )消費税が導入された時、消費税は住宅需要に影響を与えなかった。しかし、今回の消費
税引き上げは96年の第4四半期に若干の住宅需要の上昇をもたらし、 97年に入ってからは大
きく低下させた。
消費税は89年4月に導入されたo この時、同時に物品税が廃止されたことが1)の理由で
ある、すなわち、物品税廃止のため 4月までの買い控えがあったため、反動の幅が小さくな
ったと考えられるo また、住宅需要については、消費税導入決定から実施までの期聞が短か
ったため経過措置が設けられ、88年12月30日までに契約すれば89年4月以降に引渡しがあって
も消費税が免除された。これが2)の理由になったと考えられる。このように、一言に税率
アップと言っても、同時に取る施策との組み合わせ方、一般的な経済(景気の)状況により、
その効果・影響は大きく異なる。今後消費税率をアップする際には、多角的に吟味された時
期的・規模的に適正な政策が肝要であろう o
(2) 少子化の実状とその原因
合計特殊出生率の推移を見ると、 1950年3.65から95年には1.42まで低下している。この動
きを他の先進国と比較してみると、いずれの国も1960年代に大きく低下、以降も基本的には
低下傾向にある (80年代に若干回復の見られたアメリカ、スウェーデンでも、 90年以降再び
減少傾向に転じた)ものの、日本の少子化の進行は、他のどの先進国よりも速く、深刻であ
るo 出生率の長期的な低下の理由には、女性の就業が増えたこと、仕事と育児の両立が難し
いこと、価値観の多様化、老後の経済生活を直接自分の子供に依存しなくてもいいことなど
に加え、住宅事情の問題も考えられる。理想の数だけ子供を持てない理由を女性に聞いたと
ころ、就業の有無、子供の有無によらず、「教育費が高いJr住宅の問題Jr収入が少ない」な
どの経済的理由を答える割合が高い。
このことは、我々が出生率の低下について考える時、子供を産み育てる費用のみならず、
出産・育児のため女性が就業を止める(中断する)ため所得機会を逸する機会費用の両方を
考える必要があるo 経済企画庁の『国民生活選好度調査一女性のライフスタイルをめぐる国
民意識一勤労、家庭、教育-J(平成9年度)で発表された1997年の調査結果により、出生や
育児に関する日本人の意識をみてみようo
理想とする子供の数と現実に予定している子供の数を比較したところ、既婚者では回答結
果に年代 (20歳代・30歳代・40歳代)性別による差はあまり見られず、理想の数 (2.5から2.6
人)と予定する数 (2.2人)との差もあまり大きくなかった。一方、未婚者では、男性 (20・
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30歳代)と20歳代の女性ではあまり差が見られず、理想が2.2人、予定が2.0人と、既婚者に
比べいずれも若干低い数値が、 30歳代の女性では理想が2.0人、予定が1.5人と非常に低い数
値が得られた。また、体力面での問題を考えると、現実問題、 30歳代の女性が生む子供の数
は多くて 1人になるとどまるケースが多いと思われることを考えあわせると、今後もさらに
少子化の傾向は続くものと思われる。
それでは、理想の数だけ子供を持てない理由は何だろうか。年齢、性別によらず回答が最
も多かったのは「子供を育てるのに金がかかるJという理由であった。それに続く理由とし
て、女性では「育児の体力的な問題J、男性では「家が狭いj、年齢を重ねた層では「年齢的
な理由等で無理」といった回答が続いた。
すでに建設省が「エンゼルプランJとして提唱しているように、今後住居や生活環境の整
備を考えていく上で、良質なファミリ一向けの供給にカを入れていくこと、とりわけ、仕事
と子育ての両立、家庭の団繁のためのゆとりある住生活の実現、子供の遊び場や安全な生活
環境の整備が急がれる所以である。
ここで、視点を変えて、少子化の一因である晩婚化が住宅需要に与える動きについてみて
おこう。晩婚化の結果、未婚率が上昇し、若い世代の単身者世帯が増加している。実は、こ
の世帯では資産保有状況が大きく増加している。 1989年から94年の 5年間におげる資産の増
加状況は下記のとおりであった19)。
表4 単身世帯の保有する資産
純金融資産(金融資産ー負債)
男性 女性
196 
284 
468 
695 
(単位:万円)
住宅・宅地資産
男性 女性
386 
701 
1206 
1941 
とりわけ女性の資産保有額が大きく伸びていることが目を引く o この結果、 30歳代の単身
者世帯において住宅・宅地を保有する率は、男性が13.9%から22.8%、女性で12.5%から27.7
%と 2倍近くに増えている。このことは、近年地価が下落していることから住宅を購入しや
すくなっていることに加え、女性の保有率の増加は、晩婚化に伴い、将来も働きつづけよう
と考える女性が増加していることを示していると恩われる。
(3) 高齢化の実状と特徴、住居に対するニーズ
つづいて、高齢者 (65歳以上)がいる世帯の属性を見てみよう o
厚生省の I高齢者をとりまく世帯の状況J(国民生活基礎調査報告、平成10年)によれば、
回答者(高齢者のいる世帯)の世帯構造は下記のとおりであったo この20年間に、高齢者夫
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婦のみの世帯が増加し、三世代同居世帯が減少していることがわかる。
表5 高齢者のいる世帯の世帯構造
単独世帯
夫婦のみの 親と来婚の
三世代世帯 その他の世帯
世帯 子のみの世帯
昭和61年 13.1% 18.2% 11.1% 44.8% 12.7% 
平成元年 14.8% 20.9% 11.7% 40.7% 11.9% 
平成4年 15.7% 22.8% 12.1% 36.6% 12.8% 
平成7年 13.2% 23.91 12.6% 37.4% 12.9% 
世帯構造別に見ると、住居の種類は上記の観察期間中で大きな変化は見られなかった。1995
年についてみてみると
表6 高齢者のいる世帯の住居の種類
単独世帯
夫婦のみの 親と未婚の
三世代世帯
世帯 子のみの世帯
持家 65.6% 85.0% 84.0% 96.5% 91.0% 
民間賃貸住宅 19.4% 8.0% 9.1% 1.9% 5.3% 
給与住宅 0.7% 0.5% 0.4% 0.3% 0.3% 
公営賃貸住宅 10.0% 5.4% 5.6% 0.7% 2.6% 
借間・他 4.2% 1.1% 0.9% 0.5 % 0.9% 
といった割合になっている。単独世帯をのぞいては、高齢者以外の世帯に比べ、持家比率が
高いことがみてとれる問。これらの世帯の所得状況をみたところ、持家に住む世帯は賃貸住宅
等に住む世帯に比べ所得の高い階級が多いmことが報告されているoまた、持家に住む高齢者
と賃貸住宅等に住む高齢者とでは生活意識がかなり異なり、持家世帯では「苦しいJと答え
たものは35.5%、「ゆとりがあるJと答えたものが6.5%であったのに対し、賃貸住宅等に住
む世帯ではそれぞれ56.9%、2.8%と「苦しいJと答えた世帯が過半数を超えていた。このよ
うに、高齢者世帯といっても、その内訳は大きく格差を抱えており、今後の住宅政策を考え
ていく上で、この格差について無視してはならないであろう o
なお、 1世帯当たりの平均畳数、 1人当たりの平均室数・平均畳数のいずれもが全体的に
増加していることが報告されている。
ところで、高齢者は従来、子供をはじめとする親族と同居することが多かったが、最近そ
の傾向が弱まっているo
経済企画庁が『国勢調査J(総務庁)に基づき行ったコーホート分析によれば、たとえば、
明治29---33年生まれの世代は70歳になると 7割以上が親族と同居していたが、大正10---14年
生まれの世代ではその比率は4割に達していなし=。また、いずれの世代においても、同居率
の高さが加齢により高まる傾向はあまり観察されていなし」現在の傾向が続くならば、今後
は、次第に同居しない高齢者世帯が増加することが見こまれる2九
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この傾向は、厚生省のf高齢者をとりまく世帯の状況J23)でも報告されており、子供と同居
する高齢者は、 1986年の64.3%から95年には54.3%へと減少を見せている。なお、同居する
相手として、息子夫婦との同居が漸減し、娘夫婦との同居が漸増している (20年間で5ポイ
ントの動き)。
子供と別居するケースをより詳細にみてみると、同一家屋・同一敷地に別居:12.6%→10.9 
%へ減、近隣地域に別居:20.9%→20.4%と変わらず、同一市区町村に別居:26.9%→25.9 
%と若干減、その他の地域に別居:39.6%→42.8%と増と、実質的な別居状況が増えている
ことが見て取れる。このことは、今まで以上に、高齢者が高齢者だけで住める(住みやすい)
住環境の整備、より安全や防災に配慮した住宅が必要になることを示唆していると考えられ
る。
(4) 社会の変容と新しい考え方の必要性
さて、日本の人口構造は大きな変化をしようとしているo この変化を体験するのは世界で
日本が初めてであり、いずれかの国の経験をいかすということができない。逆に、日本がこ
れから経験していくことは、時期をしばらくして今後多くの先進国が同じ問題に直面してい
くことになっていく。
人口が高齢化すること、また人口全体が減少していくことのいずれも、未だ人類が経験し
たことのない状況である。そして、この人口構造の変化により他へもさまざまな影響が出る
であろう。それは世帯数といった直接関わりのある問題だけでなく、たとえば、貯蓄率、消
費需要、(住宅ストックを含む)資産保有といった経済変数にも大きな影響が出ると考えられ
る。それらへの影響がどのように出るか、非常に予測の難しい情況にある。
経済成長が大きく減速し、そのため、日本の経済システムは大きな変革を取らざるを得な
くなっている。この問題もあいまって、これらの予想のつかない事態を直前に控え、日本人
の聞には将来に対する漠然とした不安感が広がっている。ある意味で問題がはっきりしない
ため、何がおこるかわからない、ただ何か悪いことがおこるのではないかというはっきりし
ない不安感が蔓延しているのが現状である。
たしかに、これからおこるであろう状況は、簡単に克服できるものではないだろうし、そ
の予測も非常に困難なものである。しかしながら、ただ漠然と不安を感じていてもはじまら
ない。何が問題であるかを考え、それに対する策をできる限り早く打つことが肝要であろう。
とりわけ、無意味な悲観論は百害あって一利なしである。物事にはよい面も悪い面もある。
ここで、これから日本が体験する人口構造の変化について、よい(と考えられる)面がない
か考えてみよう。
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先に「人口ボーナスjについてみた。これから日本が体験していく人口減少・少子化・高
齢化といった現象は、いわば、逆人口ボーナスととらえることができる。逆人口ボーナスの
もとでは従来とは大きく異なる現象が生じるであろうし、それらの中には現在より社会や経
済にマイナス効果を与える動きもあるであろう。しかし、その反面、捉え方によればプラス
に転じていける点も多くあると考えられる。たとえば、人口の減少、生産年齢層の減少とと
らえれば否定的に見えるが、これを単身世帯・夫婦のみの世帯が増えることによる自由度の
増大ととらえてみる、あるいは従来何かと批判のあった画一的な使い捨て・消費文化を脱却
してより多様な高度消費文化を形成する機会ととらえることも可能である。ともすれば物的、
数量的な側面からのみとらえられることの多かった経済を、知恵と技能、社会参加といった
ことを鼓舞していくことで克服していくととらえることも可能なのであるo たとえば、今ま
で以上に都市の魅力を高めること、社会の循環や交流を高めること、また、住宅やさまざま
な社会資本の機能を利用者の使い勝手をよりよくする観点から再編成することにより、逆人
口ボーナスを(逆に)生かしていくことも可能であろう o
いずれにせよ、これらの問題に対し、的確な施策をできる限り早く取っていくこと、そし
て、その姿勢を一貫させ国民の理解をとりつけることが何よりも大事であろう o
5.おわりに~ゆたかなくらしのための住宅の実現にむけて
日本の住宅をめぐる状況は、大きく改善されてきたと言うことができょう。しかしながら、
国民の大多数が満足できる状態が実現されていると言える状態には、まだまだほど遠いとい
うのが実情である。また、ある面では、住宅保有の違いにより新たな格差・不平等が生まれ
るきざしも見えてきている。
住宅がくらしを支える重要な財であることは明らかである。物質的な意味合い、最低限雨
風から身をしのぐ場所というだけにとどまらず、住む者に充足感・安心感をもたらし、家族
の憩いの場をもたらすという精神的な意味合いを持つ住宅は、われわれのくらしに大きな意
義をもっていると言えよう o
他方、投資としてとらえるならば、住宅が大きなインパクトを日本経済全体に与える(誘
発する)効果を持ち合わせていることも明らかである。すなわち、よりよい住環境を整備し
ていくことは、生活基盤となる住宅を準備することにより国民の福祉の向上に役立つばかり
でなく、それと同時に大きなインパクトを経済に与えることから経済全体を刺激・成長させ
ていくという結果につながる。住宅は、二重の意味で、国民の「ゆたかなくらしJを実現し
ていく財なのである。
このように、住宅は、社会の基盤形成に大きく関わっている。さらに、国民一人一人が等
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しく必要とする財である。一方、現時点でも、購入に必要な金額はかなりかかることも事実
であるo これらのことから、望ましい住環づくりの実現には政府(行政)の役割が重要なこ
とが明らかである。先にも見たように、実際、国民の間では減税や優遇税制制度といった税
制政策に期待する声が高く、タイミングよく提供された政策(たとえば98年の住宅ローンの
控除政策)には的確な反応がみられるのである。これらのことから、今後は、今まで以上に
より充実した、将来展望のはっきりした政策形成が必要だと言えるであろう。
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